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全日本病院協会の理念 
 

全日本病院協会（全日病）は、 

関係者との信頼関係に基づいて、 

病院経営の質の向上に努め、良質、 

効率的かつ組織的な医療の提供 

を通して、社会の健康および福祉 

の増進を図ることを使命とする。 

 



 

 

平成 29年度 事業計画 

 

 

公益社団法人全日本病院協会（全日病）の目的は、定款に規定されているように、「全国

の病院の一致協力によって病院の向上発展とその使命遂行に必要な調査研究等の事業を行

い、公衆衛生の向上、地域社会の健全な発展に寄与すること」である。その目的を実現する

ために、医療制度改革や医療環境の変化に対応し、病院経営の改善・向上や医療の質向上に

関して公益法人として広く一般に開かれた事業活動を実施している。 

 平成 29年度は医療界、とりわけ病院にとっては大事な年となる。 

 医療制度改革では地域医療構想に基づく平成 30年度からの第７次医療計画の策定、医師

をはじめとした医療従事者の需給に関する検討、平成 29年度末で廃止予定の介護療養病床

の在り方等が同時に急ピッチで議論されている。また、平成 30年４月には診療報酬・介護

報酬の同時改定が控えている。社会保障費の財源として見込まれていた消費税の引き上げが

先送りされ、社会保障費の削減が求められ続けている中で、我々医療提供者側にとって厳し

い１年になることが想定される。 

 このような厳しい環境の中ではあるが、全日病は日本の医療・介護現場を支える病院団体

として、根拠（データ）に基づく提唱、発言、要望を続けていかなければならない。 

平成 29年度事業として、種々の制度改革に対応するべく、介護療養病床及び医療療養病

床 25対 1に関する調査の実施、重症度、医療・看護必要度、認知症症例への取り組み、地

域包括ケアシステムに関する検討を行う。更に、多岐にわたる調査・研究及び提言・要望活

動を実施するとともに、新規事業として外国人介護人材の受入・紹介事業を推進する。 

学術事業の中心である第 59回 全日本病院学会は、平成 29年９月９日（土）、10日

（日）石川県支部を中心に、神野正博支部長を学会長として、金沢市において開催される。

また、夏期研修会は、平成 29年７月 23日（日）広島県支部（種村一磨支部長）において開

催する。 

教育・研修事業は、開設者・管理者、医療従事者、医療安全管理者、特定健診担当者、等

を対象に 30を超える研修会、セミナー等の開催を予定しており、また、病院管理士、病院

看護管理士、保健指導士、メディカルクラーク、医事業務管理士、ドクターズクラーク等の

資格認定事業も実施する。現在、常設委員会は 22、プロジェクト委員会は１設置されてお

り、更に、全日病総研事業等多方面における事業が展開される。 

平成 37年（2025年）に向けて加速する超高齢・少子社会の中で、人口構造の変化とともに

必然的に変化する疾病構造への対応が我々医療提供者に求められている。全日病は、会員及

び各都道府県支部並びに国民の協力・支援のもと、様々な改革へ主体的に関わるとともに、

更に広範な公益活動に取り組むことにより、公益法人としての役割を果たす所存である。 
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Ⅰ．社会保障制度、医療制度その他病院に関係する諸制度に関する調査研究及び提言並びに

政府その他の関係機関関係団体との連絡協議 

 

１．調査・研究事業 

   病院施設等における医療、サービスの質の維持・向上を図り、患者及びその家族に良

質な医療及びサービスを提供することができるよう、各種調査研究事業を以下のとおり

実施する。 

 

(1) 病院経営調査の実施 

(2) 平成 30年度診療報酬・介護報酬改定に関する調査の実施 

(3) 平成 29年度老人保健健康増進等事業の実施 

(4) 介護療養病床及び医療療養病床 25対 1に関する調査の実施 

(5) 医療事故に関する事例集等に関する検討 

(6) 医療従事者賃金実態調査の実施 

(7) 人間ドック実施状況調査の実施 

   (8) 全日病総研事業の実施 

   (9) 厚生労働科学研究事業の実施及び研究支援 

(10) その他、本会として必要な調査・研究活動 

 

 ２．国民のための医療・介護にかかわる制度の構築と提言 

   医療制度、医業経営・税制、医療保険制度、介護保険制度、病院のあり方・運営につい

て検討し、医療の質の向上及び病院施設等の診療体制の向上改善等のために以下の提言・

要望活動を実施する。 

 

(1) 医業経営等に関する検討及び要望 

(2) 医療関連税制に関する検討及び要望 

(3) 平成 30年度税制改正要望書に関する検討 

(4) 平成 30年度政府予算等への要望に関する検討 

(5) 平成 30年度診療報酬・介護報酬改定に関する検討及び提言 

(6) 介護保険制度についての提言 

(7) 病院における総合診療医の育成と総合診療医のあり方への提言 

(8) 重症度、医療・看護必要度に関する再検討 

(9) 認知症症例への取り組みの検討 

(10) 地域包括ケアシステムについての研究 

(11) 医療基本法に関する再検討 

(12) 各種提言の実現に向けての国民への広報、国会・行政への要望と対応 
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３．医療関連団体との協力と連携 

   医療の質の向上及び医療安全の充実を図り、国民の療養環境の向上、国民医療の増進

を図るため、社会保障制度、医療制度、医療保険制度、介護保険制度、診療報酬、病院の

あり方・健全な運営等に関し、医療関係団体と様々な問題について連携し、行政等に要

望活動等を実施する。 

 

(1) 四病院団体協議会事業等の推進 

(2) 公益社団法人日本医師会との連携 

(3) 日本病院団体協議会における活動 

(4) 公益財団法人日本医療機能評価機構の医療事故防止センターへの協力・連携 

(5) プライマリ・ケアに関連する学会及び団体等との連携 

 

  ４．広報活動推進事業 

   医療行政情報、医療制度その他医療に関係する諸制度、病院のあり方・運営等に係る

調査研究事例等に関し、医師・看護師及び医療従事者並びに国民等へ情報等を提供する

ために以下の広報活動推進事業を実施する。 

 

(1) 全日病ニュースの内容の充実と配布の拡充 

(2) インターネットを利用した情報提供の推進 

(3) 協会ホームページの拡充 

(4) 他団体と連携した広報活動の推進（ＨＯＳＰＥＸ Ｊａｐａｎ等への参加） 

(5) 新しいメディアの活用（ＳＮＳ等） 

(6) 病院広報に関する研修の実施 

 

Ⅱ．病院の管理運営及び病院施設の改善向上に関する調査研究及び提言  

 

  １．病院機能評価事業 

   医療の質向上及び診療環境の向上改善並びに病院施設の健全運営のために、以下の病

院機能評価事業を実施する。 

 

(1) 公益財団法人日本医療機能評価機構による病院機能評価の受審促進 

     ① 「機能評価受審支援セミナー」の実施 

     ② 病院機能評価受審相談事業の実施 

(2) 病院機能評価体系ならびにその運用方法についての検討 

 

  ２．医療安全対策・医療事故調査等支援事業 

   医療安全の一層の充実を図るため、病院施設での事故防止・発生時の対応等について、

医師、看護師、医療従事者等が理解を深めるために、以下の医療安全対策事業を実施す
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る。 

 

(1) 医療安全管理者の養成 

(2) 病院における医療安全推進に関する啓発 

(3) 医療事故調査制度への対応並びに医療機関等への支援 

 

  ３．医療の質向上に関する事業 

   病院経営の改善・向上、医療の質向上に関する取り組みとして、以下の医療の質向上

に関する事業を実施する。 

 

(1) 医療の質評価公表事業の実施 

   (2) ＴＱＭ（Total Quality Management）の医療への展開 

① ＴＱＭ講演会、シンポジウムの実施 

② ＴＱＭ啓発研修会の実施 

③ 業務フロー図作成研修会の実施 

④ 特定要因図作成研修会の実施 

(3) ＩＴ技術を利用した医療の質向上推進事業の実施 

 

４．個人情報保護に関する事業 

   個人情報保護法に基づき、対象事業者の個人情報の適切な取扱いの確保及び患者等の 

個人情報の適正な取り扱いのため、以下の個人情報保護に関する事業を実施する。 

 

(1) 認定個人情報保護団体としての活動の実施 

① 苦情等処理業務の実施 

② 対象事業者等への情報提供・相談研修 

③ 個人情報保護の動向に関する調査・研究 

(2) 個人情報保護に係る普及・啓発の推進 

     ① 認定団体業務の取り組み等についての周知 

② 個人情報保護に関するセミナーの実施 

③ 「個人情報管理・担当責任者養成研修（ベーシックコース及びアドバ 

ンストコース）」の実施 

 

  ５．救急医療・災害時医療・感染症対策に関する事業 

   救急医療のあり方等の検討、災害発生時における医療救護班の編成、国際災害支援、 

災害医療体制を検討し、災害時には医療救護班（ＡＭＡＴ）を現地へ派遣する。 

また、感染症（新型インフルエンザ等）の対策として、必要な法制度の論点整理につい 

て検討し、行政に提言するため、以下の救急医療・災害時医療・感染症対策に関する事 

業を実施する。 
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(1) 救急医療 

(2) 災害医療 

① ＡＭＡＴ隊員養成研修の実施 

② 災害発生時における被害状況の把握、医療救護班・災害ボランティアの編成・ 

派遣 

     ③ 指定病院のネットワーク化を含めた災害時医療システムの構築 

     ④ 地域防災緊急医療ネットワーク・フォーラムの開催 

⑤ 病院防災訓練の実施 

(3) 感染症対策 

 

６．国際活動推進事業  

   諸外国の医療施設、社会保障制度、医療制度等に関する理解を深め、病院の向上・ 

発展、診療環境を改善し、良質な医療提供のために、以下の国際活動推進事業を実施 

する。 

 

(1) 外国人介護人材の受入・紹介事業の充実 （再掲） 

(2) 諸外国の医療施設、医療制度等の調査・研修 

(3) 諸外国の病院団体との交流 

(4) 発展途上国及び被災国への医療支援(ピープルズ・ホープ・ジャパン（ＰＨＪ） 

等との協力連携） 

 

Ⅲ．病院資質の向上に資する医師その他病院関係職員の実務的、理論的及び倫理的なレベル

の向上に関する教育研修及び検定並びに普及啓発 

 

   １．学術研修事業 

 

(1) 第５９回 全日本病院学会（石川県支部担当）の実施 

開催地    石川県金沢市 

実施時期   平成 29年９月９日（土）～９月 10日（日） 

運営事務局  公益社団法人全日本病院協会石川県支部 

       学会長    神野正博（全日本病院協会石川県支部支部長） 

       実行委員長  菊地勤（医療法人社団博友会理事長） 

       大会テーマ  『大変革前夜に挑め！』 

～今こそ 生きる をデザインせよ～ 

       会場     石川県立音楽堂、ホテル日航金沢、ＡＮＡクラウンプラザ 

ホテル金沢、金沢市アートホール（金沢市） 
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   (2) 夏期研修会の実施 

開催地    広島県広島市 

実施時期   平成 29年７月 23日（日） 

開催支部   公益社団法人全日本病院協会広島県支部 

支部長    種村一磨 

会場     リーガロイヤルホテル広島 

   (3)ブロック研修会（１回）の実施 

(4)全日本病院協会雑誌の発行（年２回） 

 

２．教育・研修事業 

    病院施設等におけるサービスの質の維持・向上を図り、患者・利用者及びその家族

のニーズに応じて、良質な医療及びサービスを提供するために、以下の各種教育研修

事業を実施する。 

 

(1) 開設者・管理者・幹部職員研修の実施 

① 「業務フロー図作成研修会」(再掲) 

② 「特性要因図作成研修会」（再掲） 

③ 「病院事務長研修コース（及びフォローアップ研修）」 

④ 「看護部門長研修コース（及びフォローアップ研修）」 

⑤ 「災害時の病院管理者等の役割研修会」 

⑥ 「総合診療医に関する管理者向け研修」  

⑦ 「医療機関トップマネジメント研修コース」 

⑧ 「医療機関トップマネジメント研修インテンシブコース」 

⑨ 「2025年に生き残るための経営セミナー」 

⑩ 「若手経営者の会」 

⑪ 「若手経営者の会 ナイトフォーラム」 

⑫ 「若手経営者の会 病院見学」 

⑬ 「病院広報に関する研修」(再掲) 

(2) 勤務医師、看護師、薬剤師、その他医療従事者の研修の実施 

① 「医師臨床研修指導医講習会」 

② 「診療報酬・介護報酬改定説明会」 

③ 「医師事務作業補助者研修」 

④ 「医師事務作業補助者実践力向上セミナー」 

⑤ 「高齢者医療研修会（旧 総合評価加算に係る研修）」 

⑥ 「特定保健指導実施者育成研修」(基礎編・技術編) 

⑦ 「特定保健指導専門研修」（食生活改善指導担当者研修） 

⑧ 「病院医療ソーシャルワーカー研修会」 

⑨ 「病院職員のための認知症研修会」 
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⑩ 「個人情報管理・担当責任者養成研修（ベーシックコース及びアドバンスト 

コース）」(再掲) 

⑪ 「マイナンバー制度に関する研修会」 

⑫ 「看護師特定行為研修指導者講習会」 

⑬ 「看護師特定行為研修の導入に係る研修会」 

⑭ 「急性期看護補助体制加算に係る研修会」 

(3) ＤＰＣデータを活用した経営分析・質向上に関する研修会の実施 

(4) 医療安全管理者の養成 

① 「医療安全管理者養成課程講習会（及び継続講習（演習）会）」の実施 

② 医療安全に関する講演会・セミナーの実施 

③ 医療安全対策セミナーの実施 

④ 医療事故調査制度への医療機関の対応の現状と課題研修会の実施 

⑤ 院内事故調査の指針 事故発生時の適切な対応研修会の実施 

(5) 機能評価受審支援セミナーの実施(再掲) 

(6) ＡＭＡＴ隊員養成研修の実施(再掲) 

(7) 災害時のＢＣＰ研修会の実施 

(8) 地域防災緊急医療ネットワーク・フォーラムの開催(再掲) 

(9) 海外研修旅行の実施 

(10) 諸外国看護協会・全日病共催セミナーの実施（再掲） 

      

   ３. 資格認定事業 

 

(1) 病院管理士の認定並びに更新制度の実施 

① 「病院事務長研修コース（及びフォローアップ研修）」(再掲) 

(2) 看護管理士の認定並びに更新制度の実施 

① 「看護部門長研修コース（及びフォローアップ研修）」(再掲) 

(3) 保健指導士の認定 

① 「特定保健指導実施者育成研修」(基礎編・技術編) (再掲) 

② 「特定保健指導専門研修」（食生活改善指導担当者研修）(再掲) 

(4) 医療事務技能審査事業の実施 

①メディカルクラークの付与 

(5) 医事業務管理技能認定事業の実施 

①医事業務管理士の付与 

(6) 医師事務作業補助技能認定事業の実施 

①ドクターズクラークの付与 
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Ⅳ．医療従事者無料職業紹介事業 

 

１．医療従事者無料職業紹介事業 

 

Ⅴ．外国人技能実習生受入れに係る事業 

 

   １．外国人技能実習生受入れに係る職業紹介事業 

     当協会がこれまで実施してきた国際協力・国際貢献の目的を達成するため、外国

人技能実習制度を活用し、技能実習生へ我が国の医療・介護技能等の移転を図り、

発展途上国の医療レベル向上を担う人材育成を行う。外国人技能実習生を積極的に

受入れ、国際貢献を果たし、会員病院等が実習実施機関となり、医療従事者対策、

教育研修等の経験を活かしていく。 

 

(1) 監理団体の設置 

(2) 実習実施機関等の選定 

 

   ２．海外医療団体との共催セミナーの実施 

 

  

Ⅵ．その他この法人の目的を達成するために必要な事業 

 

１.その他、本会の運営に必要な事業 

    

(1) 支部活動及び組織の強化 

(2) 支部研修会及び講演会等開催のための支援（講師派遣等） 

(3) 会員増強（正会員・準会員・賛助会員） 

(4) 厚生労働科学研究に係る利益相反の管理 

(5) 日帰り人間ドック実施指定施設の指定事業の実施 

(6) 「健康の記録」・「問診表」の提供 

(7) 日帰り人間ドック更新料減免調査の実施 

(8) 健康保険組合連合会との協議の実施 

(9) 特定健診・特定保健指導の集合契約の締結 

(10) 看護師特定行為研修に係る会員病院等への支援 

      ・eラーニングによる研修の提供 

      ・eラーニング利用者向け研修会の実施 
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参 考 

 

１ 会議 

（１）総会 

①定時総会は、定款第 14 条第１項の規定に基づき、年１回開催する。開催の時期は、 

６月とする。 

②臨時総会は、定款第 14 条第２項の規定に基づき、３月及び必要に応じて開催する。 

 

 

（２）理事会 

   ①定例理事会は、定款第 35条第２項の規定に基づき、年４回開催する。開催の 

時期は、５月、８月、１月、２月に各１回とする。 

②臨時理事会は、定款第 35条第３項の規定に基づき、必要に応じて開催する。 

 

 

（３）常任理事会 

   常任理事会は、定例的に開催し、各委員会活動等の内容を協議し、事業計画の 

執行等について検討を行う。 

 

 

（４）支部長会 

   支部長会は、必要に応じ開催し、各支部で集約された要望や意見等について 

意見交換を行う。 

 

 

（５）支部長・副支部長会 

   支部長・副支部長会は、年２回開催する。開催の時期は、６月、３月とする。 

 

 

（６）会長副会長会議 

   会長副会長会議は、定例的に開催し、緊急に対処すべき課題及び事業計画並びに 

予算の執行等について検討を行う。 

 

 

（７）常設委員会 

    各委員会は、必要に応じ開催し、事業実施上の諸問題、懸案事項等について     

検討する。 
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① 総務・財務委員会 

組織運営に関する事項及び総会、理事会、常任理事会、支部長会、支部長・副支部

長会にかける議題並びに会議の進行方法等の検討。事業計画・事業報告案、予算・

決算案及び当協会の主要案件について検討を実施する。  

② 利益相反管理委員会 

利益相反管理規程に基づき、必要に応じて実施する。 

③ 倫理審査委員会 

倫理審査委員会規程に基づき、必要に応じて実施する。 

④ 広報委員会 

全日病ニュース、ホームページ等を通じた情報提供、広報等を実施する。 

⑤ 医業経営・税制委員会 

医業経営、税制について調査・検討を行い、税制改正要望書の作成、関係機関へ 

の要望を実施する。また、医療経営に資する研修会・講習会の企画・運営を実施す 

る。 

⑥ 医療保険・診療報酬委員会 

医療保険・診療報酬について調査・検討を行い、関係機関への要望を実施する。 

また、医師事務作業補助者研修、医師事務作業補助者実践力向上セミナー、高齢者 

医療研修会の企画・運営を実施する。 

⑦ 高齢者医療介護委員会 

高齢者医療介護について調査・検討を実施する。 

⑧ 医療の質向上委員会（医療安全含） 

ＤＰＣ分析事業（ＭＥＤＩ－ＴＡＲＧＥＴ）、医療の質の評価公表事業、医療安 

全に係る調査研究、医療安全に関する各種研修の企画・運営を実施する。 

⑨ 医療従事者委員会 

医療従事者に関する諸問題について調査・検討を実施する。また、病院事務長研 

修コース、看護部門長研修コースの企画・運営を実施する。 

⑩ 病院機能評価委員会 

公益財団法人日本医療機能評価機構が実施する病院機能評価事業について調査・ 

検討を実施する。また、機能評価受審支援セミナーの企画・運営及び機能評価受 

審支援相談事業等を実施する。 

⑪ 学術委員会 

全日本病院学会、夏期研修会、ブロック研修会等の学術研修の企画・運営を実施 

する。また、全日本病院協会雑誌の編集・発行を実施する。 

⑫ 救急・防災委員会 

台風、地震等の災害発生時における被害調査、救助活動を実施する。また、防災 

訓練、地域防災緊急医療ネットワーク・フォーラム、ＡＭＡＴ隊員養成研修等の 

企画・運営を実施する。 

⑬ 人間ドック委員会 
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    日帰り人間ドック、特定健診・特定保健指導に関する集合契約、各種調査・研修等 

を実施する。 

⑭ プライマリ・ケア検討委員会 

プライマリ・ケア等について検討を行い、また、総合診療医に関する管理者向け研

修（仮称）、病院職員のための認知症研修会、病院医療ソーシャルワーカー研修会の

企画・運営を実施する。 

⑮ 病院のあり方委員会 

    病院のあり方に関する報告書作成のための調査・検討を実施する。その他、各委員

会事業に属さない事項についての検討を実施する。 

⑯ 国際交流委員会 

    諸外国の医療施設に関する調査・検討を実施する。また、海外研修の企画・運営を

実施する。 

⑰ 個人情報保護担当委員会 

    認定個人情報保護団体業務に係る事項、対象事業者における個人情報の適切な取り

扱いに関する調査・検討及び苦情・相談の処理を実施する。また、個人情報管理・担

当責任者養成研修の企画・運営を実施する。 

⑱ 若手経営者育成事業委員会 

    次世代の病院経営を担う若手経営者の人材育成について検討する。また、若手経営 

者の会等の企画・運営を実施する。 

⑲ 医療事故調査等支援担当委員会 

医療事故調査支援団体としての対応、医療事故に関する事例集等についての検討、等を

行う。医療事故調査等に関する研修会の企画・運営を実施する。 

⑳ 看護師特定行為研修委員会 

    特定行為、特定行為研修について検討を行い、また、看護師特定行為研修指導者講習会

等の企画・運営を実施する。 

○21  医療事務技能審査・医事業務管理技能認定委員会 

    医療事務技能審査試験（メディカルクラーク）及び医事業務管理技能認定試験（医

事業務管理士）の試験問題の検討・承認、試験結果の承認、受験審査資格申請校の審

査・承認を実施する。 

○22  医師事務作業補助技能認定委員会 

    医師事務作業補助技能認定試験（ドクターズクラーク）の試験問題の検討・承認、

受験審査資格申請校の審査・承認を実施する。 

○23  医療制度検討プロジェクト 

    医療機関の経営を支援するためのセミナー等について企画検討し、運営を実施する。 
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平成２９年度 予 算 
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(単位：円）

公益目的事業会計 収益事業等会計

調査研究・研修等事業 会員支援等事業

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

特定資産運用益 70,000 0 10,000 0 80,000

特定資産受取利息 70,000 0 10,000 0 80,000

受取会費 132,492,000 74,977,905 46,714,095 0 254,184,000

正会員受取会費 119,760,000 74,977,905 44,782,095 0 239,520,000

準会員受取会費 1,932,000 0 1,932,000 0 3,864,000

賛助会員受取会費 10,800,000 0 0 0 10,800,000

事業収益 290,576,000 43,593,000 0 0 334,169,000

受取参加料 274,820,000 6,968,000 0 0 281,788,000

受取審査認定指定料 15,756,000 36,625,000 0 0 52,381,000

受取補助金等 7,500,000 8,530,000 0 0 16,030,000

受取地方公共団体補助金 0 8,500,000 0 0 8,500,000

受取民間助成金 7,500,000 30,000 0 0 7,530,000

受取負担金 20,178,000 12,063,000 0 0 32,241,000

受取負担金 20,178,000 12,063,000 0 0 32,241,000

受取寄付金 19,030,900 0 0 0 19,030,900

受取寄付金 19,030,900 0 0 0 19,030,900

雑収益 15,205,000 4,199,000 880,000 0 20,284,000

受取利息 0 20,000 20,000 0 40,000

受取広告料 14,066,000 0 0 0 14,066,000

雑収益 1,139,000 4,179,000 860,000 0 6,178,000

経常収益計 485,051,900 143,362,905 47,604,095 0 676,018,900

（２）経常費用

事業費 561,902,216 63,183,319 0 0 625,085,535

給料手当 70,365,425 4,125,219 0 0 74,490,644

臨時雇賃金 20,160,615 0 0 0 20,160,615

退職給付費用 6,498,848 410,143 0 0 6,908,991

福利厚生費 11,977,759 1,675,918 0 0 13,653,677

会議費 10,342,853 16,401,771 0 0 26,744,624

旅費交通費 84,644,098 9,644,435 0 0 94,288,533

通信運搬費 18,249,146 1,951,251 0 0 20,200,397

減価償却費 733,929 46,318 0 0 780,247

消耗什器備品費 7,878,462 261,105 0 0 8,139,567

消耗品費 10,878,967 816,435 0 0 11,695,402

印刷製本費 24,485,450 3,340,210 0 0 27,825,660

図書購入費 8,954,000 0 0 0 8,954,000

光熱水料費 759,394 41,402 0 0 800,796

賃借料 113,258,632 5,005,171 0 0 118,263,803

諸謝金 42,275,638 7,125,563 0 0 49,401,201

支払負担金　 794,000 7,304,000 0 0 8,098,000

支払助成金 0 1,623,000 0 0 1,623,000

委託費 123,456,655 123,567 0 0 123,580,222

渉外費 1,412,000 1,410,000 0 0 2,822,000

雑費 4,776,345 1,877,811 0 0 6,654,156

収支予算書(損益計算ベース)内訳表

平成29年4月1日から平成30年3月31日

法人会計 内部取引控除 合計科     目

公益社団法人　全日本病院協会
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(単位：円）

公益目的事業会計 収益事業等会計

調査研究・研修等事業 会員支援等事業

収支予算書(損益計算ベース)内訳表

平成29年4月1日から平成30年3月31日

法人会計 内部取引控除 合計科     目

公益社団法人　全日本病院協会

管理費 0 0 47,604,095 0 47,604,095

給料手当 0 0 4,711,356 0 4,711,356

退職給付費用 0 0 468,419 0 468,419

福利厚生費 0 0 863,323 0 863,323

会議費 0 0 666,476 0 666,476

旅費交通費 0 0 14,841,467 0 14,841,467

通信運搬費 0 0 1,627,853 0 1,627,853

減価償却費 0 0 52,900 0 52,900

消耗什器備品費 0 0 171,433 0 171,433

消耗品費 0 0 99,720 0 99,720

印刷製本費 0 0 1,524,340 0 1,524,340

図書購入費 0 0 258,000 0 258,000

光熱水料費 0 0 101,204 0 101,204

賃借料 0 0 6,408,197 0 6,408,197

諸謝金 0 0 642,799 0 642,799

租税公課 0 0 7,000,000 0 7,000,000

支払負担金　 0 0 3,480,000 0 3,480,000

委託費 0 0 517,778 0 517,778

渉外費 0 0 4,000,000 0 4,000,000

雑費 0 0 168,830 0 168,830

経常費用計 561,902,216 63,183,319 47,604,095 0 672,689,630

評価損益等調整前当期経常増減額 △ 76,850,316 80,179,586 0 0 3,329,270

評価損益等計 0 0 0 0 0

当期経常増減額 △ 76,850,316 80,179,586 0 0 3,329,270

２．経常外増減の部

（１）経常外収益 0 0 0 0 0

経常外収益計 0 0 0 0 0

（２）経常外費用 0 0 0 0 0

経常外費用計 0 0 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0 0 0

他会計振替額 76,116,387 △ 76,116,387 0 0 0

当期一般正味財産増減額 △ 733,929 4,063,199 0 0 3,329,270

一般正味財産期首残高 108,858,670 172,399,244 392,540,548 0 673,798,462

一般正味財産期末残高 108,124,741 176,462,443 392,540,548 0 677,127,732

Ⅱ　指定正味財産増減の部

一般正味財産への振替額 0 0 0 0 0

当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0

指定正味財産期首残高 0 0 0 0 0

指定正味財産期末残高 0 0 0 0 0

Ⅲ　正味財産期末残高 108,124,741 176,462,443 392,540,548 0 677,127,732
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平成 29年度資金調達及び設備投資の見込み 

 

（1）資金調達の見込みについて 

 

       当期中における借入れの予定の有無を記載し、借入れがある場合には、その借入先

等を記載してください。 

 

借入れの予定  有り ✔ 無し 

事業 

番号 
借入先 金額 使途 

    

 

 

（2）設備投資等の見込みについて 

 

当期中における重要な設備投資（除却又は売却を含む。）の有無を記載し、設備投資

の予定がある場合には、その内容等を記載してください。 

 

設備投資の予定  有り ✔ 無し 

事業 

番号 
設備投資の内容 

支出又は収 

入の予定額 

資金調達方法又は 

取得資金の使途 
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